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５ 魚沼構想区域 

 

魚沼市、南魚沼市、十日町市、湯沢町、津南町 

 （３市２町） 

 

 

１ 地域特性   

(1)  地勢・面積 

 ○ 魚沼構想区域は、県の南東部に位置し、県内７構想区域で最大の面積を有し

ています。起伏の激しい魚沼丘陵により、「信濃川沿い」地域（十日町市、津

南町）と「魚野川沿い」地域（魚沼市、南魚沼市、湯沢町）の２つの地域で設

定されています。面積は 2,649 ㎞²で、県土の約 21％を占めています。 

 

   (2)  交通事情 

     ○ 魚沼構想区域は、上越新幹線が南魚沼市、湯沢町を縦貫するほか、南魚沼市

と十日町市がほくほく線、魚沼市、南魚沼市、湯沢町が上越線、十日町市と津

南町が飯山線で結ばれていますが、十日町地域と南魚沼・魚沼地域のアクセス

には課題もあります。また、関越自動車や国道 17 号等で魚沼市から湯沢町が結

ばれ、国道 291 号、252 号、353 号等により、魚野川沿いと信濃川沿いが結ばれ

ています。 

   〇 南魚沼市と十日町市を結ぶ国道 253 号では、「八箇峠トンネル（仮称）」の

整備が進められており、完成後は、冬期においても安全で信頼できる交通が確

保されます。 

 

(3) 特徴 

     ○ 三次救急や高度・専門的医療に対応するため、構想区域内の公立病院の医療

再編を行い、平成 27 年６月に魚沼基幹病院を開設しました。魚沼基幹病院を中

心に、機能分担による地域完結型医療を目指し、新たな取組を実施しています。 

○ 完結率は県内構想区域の中では２番目に低く、中越構想区域への流出が多い

状況でしたが、魚沼基幹病院設置後、救急医療の完結率は高まっています。 

○ 人口対医師数等も、県内構想区域の中で最も低い状況でしたが、構想区域内

の再編や魚沼基幹病院開設の影響により変化しています。 
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２ 人口動態 

(1)  人口   

○ 魚沼構想区域の人口を見ると、平成 22（2010）年には約 18 万人でしたが、

平成 37（2025）年には約 15 万２千人に、平成 52（2040）年には約 12 万５千人

まで減少する見込みです。 

○ また、年齢３区分別に見ると、平成 22（2010）年から平成 37（2025）年にか

けて、65 歳以上の高齢者人口が約６千人増加する一方で、15 歳から 64 歳まで

の生産年齢人口は約２万６千人減少すると見込まれています。 

 

魚沼構想区域における年齢３区分別人口及び高齢者（65・75 歳以上）人口割合の推移 

 

資料：Ｈ2 年～Ｈ27 年 国勢調査（総務省） 

  ：Ｈ32 年～Ｈ52 年「日本の地域別将来推計人口(Ｈ25.３月推計)」（国立社会保障・人口問 

題研究所） 
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(2) 世帯数  

○ 魚沼構想区域の高齢者世帯の推移を見ると、近年は増加が続いており、高齢

者単独世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にかけて 4,147 世帯増

加し、3.9 倍の増加となっています。 

 〇 また、高齢者のみ夫婦世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にか

けて 3,902 世帯増加し、3.2 倍の増加となっています。 

 

魚沼構想区域における高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 
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３ 現状の医療・介護の連携体制と受療動向 

(1)  病院の立地状況図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 厚生連中条第二病院 ⑧ 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院 〇●▲

② 上村病院 ● ⑨ 南魚沼市立ゆきぐに大和病院 ●△

③ 新潟県立十日町病院 ●△▲ ⑩ 五日町病院

④ 新潟県立松代病院 ● ⑪ 南魚沼市民病院 ●

⑤ ほんだ病院 ⑫ 齋藤記念病院 ●

⑥ 国民健康保険魚沼市立堀之内病院

⑦ 国民健康保険魚沼市立小出病院 ●
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○　救命救急センター ●　救急告示病院 □　地域医療支援病院

■　がん診療連携拠点病院 △　へき地医療拠点病院 ▲　災害拠点病院
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(2)  医療資源の現状 

○ 魚沼構想区域では、機能分担による地域完結型医療を進めるため、「高度・

急性期医療を担う魚沼基幹病院の開院」、「周辺の公立病院の経営主体の変更

及び病床数など病院機能の見直し」等の医療再編を平成 27（2015）年に行いま

したが、魚沼基幹病院は、開院間もないため、経験のある看護職員が不足して

おり、病床のフル稼働までには数年かかる見通しです。 

     ○ 十日町地域については、県立十日町病院が地域の中核的な医療機能を担って

います。 

 

(3)  構想区域内の受療動向 

○ 魚沼基幹病院の開院後の１年間の救急搬送患者を地域別に見ると、魚沼地域

においては全搬送患者の半数以上が、南魚沼地域においては全搬送患者の４割

近くが基幹病院に搬送されています。 

○ また、魚沼構想区域から長岡急性期３病院（日赤、立川、長岡中央）への搬

送は、魚沼基幹病院の開院前後の１年間の全搬送数における割合で比較すると、

7.9％から 2.9％に減少しました。 

 

４ 入院医療及び居宅等における医療 

(1)  入院医療 

○ 魚沼構想区域での医療再編により、病院完結型の医療から地域完結型医療へ

の転換を目指します。 

○ 構想区域の拠点的医療を担う魚沼基幹病院と住民に身近な医療を行う周辺病

院へという再編の理念が地域の医療機関に浸透し、各医療施設がそれぞれの役

割に応じた機能への分化を図ることを目指します。 

○ 患者が病状のステージにより、最も適切な医療機関や介護保険施設等で受療

できるようにするための連携体制の確立と強化が必要と考えられます。 

○ 急性期病床の多さや回復期・慢性期病床の不足といった病床のバランスが将

来推計と比較して乖離しているので、バランスをとるための検討が必要です。 

 

(2)  居宅等における医療 

○ 人口動態によると、構想区域の高齢化が更に進むことから、在宅医療等によ

る療養を行っている患者は平成 25（2013）年時点では１日平均約２千人でした

が、平成 37（2025）年には 2,241 人と推計され、約 12％の増加が見込まれます。 

○ 魚沼構想区域は、魚野川沿いの魚沼市・南魚沼市・湯沢町と信濃川沿いの十

日町市・津南町の間が山越えで分断されており、相互往来に時間を要するとと

もに、市町内でも山間集落が広域に散在していることから、在宅医療のサービ

スを十分に提供することができず、通院できない患者を地域で支えることが難

しくなっています。特に透析患者の対応は課題です。 

○ 在宅医療を行う医師や訪問看護師も不足しており、平成 37（2025）年の在宅

医療等の患者増に対応するため、地域において検討を継続することが重要です。 
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５ 将来の医療提供体制を実現するための施策の検討 

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

○ 今後の魚沼基幹病院の整備に係る進捗が、地域の他の医療機関が果たす役割

・医療機能の選択に大きな影響を及ぼすものと考えられます。 

○ 魚沼基幹病院に高度・急性期医療を集約しましたが、集中する患者に対し、

未稼働の病床があるため病床が不足しています。地域医療構想の推計によると、

平成 25（2013）年と比較し、平成 37（2025）年の病床数の推計値については、

回復期を 424 床、慢性期を 396 床に増やす施策の検討が必要となります。 

○ 地域完結型医療に関する当事者としての住民の理解と協力を更に活性化させ

ることが必要です。 

○ 医療機関の連携を進めるために地域医療連携システム「うおぬま・米ねっと」

の利用登録者数を増やし、活用実績を蓄積する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 医療機関の病床機能転換を可能にする長期的な施策・支援を検討します。 

○ 平成 37 年（2025）年（若しくはそれ以降）を見据えた、病床機能転換（回復

期リハビリテーション病棟等施設設備整備等）を促進します。 

○ 慢性期医療機関・診療所の新規開設、若しくは後継者がいない診療所の継承

などを推進するための方策を検討します。 

○ 魚沼構想区域は生活圏の面積が広いことから、各生活圏での医療完結性を向

上させることが必要です。また、各医療機関の医療連携室の役割が極めて大き

くなると考えられるので、医療連携室間の連携強化など構想区域内の医療連携

マネジメント強化について検討します。 

○ 「住民」に対して地域完結型医療の仕組みや医療従事者にとって魅力のある

地域であることが将来の医療提供体制の持続につながることを示し、適切な受

療行動やお互いの立場を考えた医療従事者との関わり方などの当事者意識を醸

成し続けるため、啓発的情報提供を継続して行うことを検討します。（地域医

療魚沼学校※をモデルに、各地域での拡大を図る取組など） 

○ 「うおぬま・米ねっと」の活用促進に向け、地域の利用者及び医療介護従事

者に必要性・重要性の意識付けを図るため、運営主体であるＮＰＯ法人の取組

に対する支援を検討します。 

 

(2)  居宅等における医療の充実 

【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

○ 訪問診療・訪問看護サービスが行き届かない地域に居住する医療依存度の高

い患者について、医療を提供できる環境の整備が課題となります。特に当該構

想区域は国内有数の豪雪地帯でもあることから、地理・気象条件等を十分に考

慮した上で、慢性期機能及び在宅医療等の確保について多面的な検討を加える
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ことが必要です。 

○ 診療所医師や訪問看護ステーションとの連携を取りやすい場所での小規模多

機能型居宅介護施設やサービス付き高齢者住宅の計画的な開設と配置を促す必

要があると考えられます。 

○ 市民バス、乗合タクシー、病院の送迎車、福祉タクシー等の利用、患者同士

の送迎協力などの方策を検討する必要があります。 

○ 多職種の効果的な連携のために、ＩＣＴを利用したツールの開発と利用が必

要と考えられます。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 医療資源の配置状況や地理・気象条件等を考慮の上、医療需要に対応できる

慢性期病床の確保、遠隔診療導入の実現性、通院支援などの検討を進めます。 

○ 更なる訪問看護ステーションの開設を促すための支援策を検討します。 

○ 現在ある「つまりケアネット」を更に拡大するとともに、３魚沼で共同して

新しいツールの開発も検討します。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

○ 人口 10 万対医師数は県平均より少なく、かつ、医師の高齢化が進んでいます。

このままの傾向が続けば、地域医療・介護を支えることが困難になります。 

○ 施設の嘱託医師が安定して確保（連携・協力体制含む）されることが重要で

す。 

○ 歯科医師及び薬剤師の在宅訪問業務への積極的な参加が必要ですが、高齢化

やそれに伴う歯科医院及び薬局の減少などにより、増加する在宅医療への需要

に応えることは困難です。 

○ 病院・診療所・施設・訪問看護ステーションとも看護師不足が続いています。 

○ また、福祉施設においても、配置基準を満たす看護師の確保が将来的に困難

になります。 

○ 看護職員の人材の確保としては、教育機関との連携や定着できる環境整備が

必要と考えられます。 

○ 介護の業務に対するネガティブなイメージが定着したことなどを原因とし

て、人員確保に支障を来たしており、介護職員の不足が深刻化しています。 

○ 他の専門職員も十分な充足状況になく、専門職種やボランティア等の確保・

資質向上を図ることが必要と考えられます。 

○ 魚沼基幹病院では、平成 28（2016）年度から研修医の受け入れを始め、平成

30（2018）年度からの基幹型臨床研修病院指定のめども立ちました。魅力ある

病院を創出することにより、県外からの地域医療を志す研修医等を確保し、区

域全体の医療従事者の増加を図る「マグネットホスピタル※」としての役割を

担うことを目指します。 
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【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 魚沼基幹病院が周辺医療機関と臨床研修病院群を形成する中で、全国から確

保した研修医を周辺医療機関に派遣し、総合診療医として育成しながら、同時

に地域医療を支えるというマグネットホスピタルの取組を県としても引き続き

支援するための方策を検討します。 

○ 現在、周辺病院には魚沼基幹病院から医師を派遣していますが、今後、更に

周辺病院医師と診療所医師の連携を図るため、病診連携協議会等の協議の場を

設け、周辺病院の勤務医による診療所の在宅医療への応援など、地域全体で医

師派遣を行えるような取組を検討します。 

○ 病院医師への研究資金貸与や医療施設整備等の支援など、従来からの医師確

保のための事業の継続を検討します。 

○ 自治体が実施する地域づくりやＵＩターン関係の事業（南魚沼市のＣＣＲＣ
※構想や湯沢町の移住定住促進プロジェクトなど）と連携した中で、医療・介

護保険施設等への就労を目的とした大都市圏を中心とする県外者の移住促進な

どを検討します。 

○ 在宅歯科診療の充実に向けて、診療機材の整備や人材育成を検討します。 

     ○ これまでに訪問薬剤管理指導に取り組んだ経験のない薬剤師に対する業務の

導入研修会（平成 28（2016）年の春に行われており、継続的な実施）を検討し

ます。また、基礎研修、応用研修についても検討します。 

○ 看護職員の処遇改善・定着支援の強化（ライフコースやワーク・ライフバラ

ンスの尊重、勤務形態の多様化の促進など）を検討します。 

○ 魚沼基幹病院と周辺医療機関の間で、看護職員が魚沼構想区域内でキャリア

アップできる人事交流の仕組みづくりを検討します。 

○ 構想区域内に看護師養成所を早期に誘致して、地域で養成することを検討し

ます。特に、地域枠を設けて地元で働く意思のある人材の募集・優遇（各種奨

学金を含む）を検討します。 

○ 医療施設整備等の支援や看護職員等への修学資金の貸与、就業支度金支給支

援など従来から市町が行っている看護職員確保のための事業の継続実施も含め

検討します。 

○ 看護協会が実施している無料職業紹介事業や離職時の届出制度の情報を活用

して、県内のみならず県外で勤務する県内出身者の誘致や復職に向けての支援

の取組を検討します。 

○ 介護の将来の担い手になる人に対して、介護職の重要さ、やりがい等のポジ

ティブ情報を発信します。（高校生や大学生など就職を目前に控えた者だけで

なく、更に早期の中学生段階への発信） 

 

６ 施策の検討に当たって議論された内容 

（今後の施策展開の視点として提出された意見等） 

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

＜ 共通 ＞ 

○ 魚沼構想区域における医療再編や医療・介護の連携など地域完結型医療に対



第６章 区域別構想（魚沼構想区域） 

 

89 

 

する住民の理解度が必ずしも十分ではないという意見もあります。 

 

(2)  居宅等における医療の充実 

＜ 共通 ＞ 

○ 公共交通の整備やコンパクトシティ化など都市政策との連携も必要と考えま

す。 

○ 介護保険施設等の市中心部への立地を誘導（例：十日町地域における県立十

日町病院周辺への集積）する取組を検討します。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

＜ 共通 ＞ 

○ 地域によっては、若い研修医と年齢の高いベテラン医師では、地域医療に従

事して求めるものが異なることも考えられますので、地域において、それぞれ

の世代のニーズに即した情報発信と多様な職務環境（勤務条件）の整備を行う

ことが必要と考えます。 

○ 他構想区域などから子育て世代の医師を誘致するのはなかなか難しいため、

住環境を整えた上で、田舎でのセカンドライフを希望する 60 代医師に対して多

様な形態での勤務を可能にする施策を検討します。 

○ 県医師養成修学資金等の貸与に当たって、県内山間地の医療機関での研修実

施等、山間地の医師（特に総合診療医）確保を促進する仕組みを検討します。 

○ 地域密着型の人材バンク的な仕組みができないかを検討します。 

○ 介護職員の待遇改善のための取組を検討します。 

○ 介護職員への就業セミナー（資格獲得）の通年開催等を検討します。 

○ 行政はボランティア貯金や健康マイレージなどの導入を検討します。 

○ 医療介護連携センター等が教育研修プログラムを整備することを検討しま

す。 


